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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】保水性、鏝すべり性、鏝切れ性及び再接着性防止に優れる水硬性材料用混和剤と
、保水性、鏝すべり性、鏝切れ性及び再接着性防止に優れる水硬性材料と、該水硬性材料
を硬化させてなり、表面の外観が良好な成型物とを提供する。
【解決手段】水溶性セルロースエーテル（Ａ）及び水不溶性樹脂粒子（Ｂ）を必須とする
水硬性材料用混和剤であって、前記樹脂粒子（Ｂ）の平均粒子径が１～５０μｍであり、
前記樹脂粒子（Ｂ）の比重が０．５～１．５であり、前記セルロースエーテル（Ａ）１０
０重量部に対する、前記樹脂粒子（Ｂ）の重量割合が５～２００重量部である、水硬性材
料用混和剤。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水溶性セルロースエーテル（Ａ）及び水不溶性樹脂粒子（Ｂ）を必須とする水硬性材料
用混和剤であって、
前記樹脂粒子（Ｂ）の平均粒子径が１～５０μｍであり、
前記樹脂粒子（Ｂ）の比重が０．５～１．５であり、
前記セルロースエーテル（Ａ）１００重量部に対する、前記樹脂粒子（Ｂ）の重量割合が
５～２００重量部である、水硬性材料用混和剤。
【請求項２】
　前記セルロースエーテル（Ａ）の２重量％の水溶液の２０℃における粘度が５０～１０
０，０００ｍＰａ・ｓである、請求項１に記載の水硬性材料用混和剤。
【請求項３】
　前記セルロースエーテル（Ａ）が、水溶性アルキルセルロース、水溶性ヒドロキシアル
キルアルキルセルロース及び水溶性ヒドロキシアルキルセルロースから選ばれる少なくと
も１種である、請求項１又は２に記載の水硬性材料用混和剤。
【請求項４】
　前記樹脂粒子（Ｂ）が、（メタ）アクリル樹脂、ナイロン樹脂、ウレタン樹脂、ポリエ
チレン樹脂、ポリテトラフルオロエチレン樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリイミド樹脂、フ
ェノール樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、塩化ビニル樹脂及び塩化ビニリデン樹脂から
選ばれる少なくとも１種から構成される、請求項１～３のいずれかに記載の水硬性材料用
混和剤。
【請求項５】
　水溶性セルロースエーテル（Ａ）、水不溶性樹脂粒子（Ｂ）、水硬性物質及び骨材を必
須とする水硬性材料であって、
前記樹脂粒子（Ｂ）の平均粒子径が１～５０μｍであり、
前記樹脂粒子（Ｂ）の比重が０．５～１．５であり、
前記セルロースエーテル（Ａ）１００重量部に対する、前記樹脂粒子（Ｂ）の重量割合が
５～２００重量部である、水硬性材料。
【請求項６】
　前記セルロースエーテル（Ａ）の２重量％の水溶液の２０℃における粘度が５０～１０
０，０００ｍＰａ・ｓである、請求項５に記載の水硬性材料。
【請求項７】
　前記セルロースエーテルが、水溶性アルキルセルロース、水溶性ヒドロキシアルキルア
ルキルセルロースおよび水溶性ヒドロキシアルキルセルロースから選ばれる少なくとも１
種である、請求項５又は６に記載の水硬性材料。
【請求項８】
　前記樹脂粒子が、（メタ）アクリル樹脂、ナイロン樹脂、ウレタン樹脂、ポリエチレン
樹脂、ポリテトラフルオロエチレン樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリイミド樹脂、フェノー
ル樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、塩化ビニル樹脂及び塩化ビニリデン樹脂から選ばれ
る少なくとも１種から構成される、請求項５～７のいずれかに記載の水硬性材料。
【請求項９】
　水をさらに含む、請求項５～８のいずれかに記載の水硬性材料。
【請求項１０】
　請求項９に記載の水硬性材料を硬化させてなる、成型物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水硬性材料用混和剤およびその利用に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　建築材料、特に鏝（こて）で塗布する左官材等で使用される水硬性材料では、古くは天
然物の『つのまた』等の海藻のりを混和剤として加えることにより、塗布時において良好
な作業性等が確保されていた。その後、半合成高分子としてメチルセルロースに代表され
る水溶性セルロースエーテル（水溶性アルキルセルロース、水溶性ヒドロキシアルキルア
ルキルセルロース、水溶性ヒドロキシアルキルセルロース等）が開発され、現在では一般
的に使用されている。
　しかし、当該水溶性セルロースエーテルにより、ある程度の鏝塗り時の作業性が向上し
たものの、十分ではなかった。
　そのため、水溶性セルロースエーテルに助剤を加え、保水性、作業性等の検討がされて
いる。例えば、特許文献１にはポリアクリルアミドおよび／または一部アニオン化したポ
リアクリルアミド、特許文献２にはセピオライト、特許文献３にはヒドロキシアルキルス
ターチ、特許文献４にはウエランガムおよび／またはラムサンガム、特許文献５にはヒド
ロキシプロピル化澱粉および／またはガム若しくはその変性物、特許文献６にはカラギー
ナン、そして特許文献７には（ポリ）グリセリン部分脂肪酸エステル、特許文献８には糖
および／またはその誘導体と、増粘剤および／または流動性向上剤、をそれぞれセルロー
スエーテルと組み合わせて、保水性、作業性等を向上させる取り組みが開示されている。
　しかし、特許文献１～６記載の助剤は、セルロースエーテルとは別に単独でも増粘効果
を有するものであり、保水性はセルロースエーテルのみに依存している。これらの方法に
おいて保水性を満足させるために混和剤の配合量を調節した場合、助剤の増粘効果も同時
に発現し過度に増粘することになる。一般的な左官材としては作業性が悪化し、鏝すべり
の向上及び仕上げ後の再修正（概ね施工後の１時間以内）にも不適となる結果となる。
　また特許文献７記載の助剤は、流動性を向上し粘性を低減する効果を有するものである
が、実際の鏝すべりや鏝切れは良くなく、うす塗り対応の為にはエマルジョン樹脂やセル
ロースエーテルの添加が必須となる、しかしその場合、結果としてモルタル中の接着剤成
分が増加するため、仕上げ後の再修正が困難となる。
　また特許文献８は特定組み合わせに於いて、保水性が極めて高くなる処方を開示したも
ので、鏝すべり鏝切れの向上及び仕上げ後の再修正への効果は無い。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開昭６０－１６８４９号公報
【特許文献２】特開昭６０－１２２７５８号公報
【特許文献３】特開昭６１－７２６６３号公報
【特許文献４】特開平４－３６７５４９号公報
【特許文献５】特開平１０－３６１６２号公報
【特許文献６】特開平１１－３４９３６４号公報
【特許文献７】特開２００３－１０４７６４号公報
【特許文献８】特開２０１１－９８８５１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の目的は、保水性、鏝すべり性、鏝切れ性及び再接着性防止に優れる水硬性材料
用混和剤と、保水性、鏝すべり性、鏝切れ性及び再接着性防止に優れる水硬性材料と、該
水硬性材料を硬化させてなり、表面の外観が良好な成型物とを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意検討した結果、水溶性セルロースエーテ
ル及び特定の樹脂粒子を必須とする水硬性材料用混和剤、及びこれを含む水硬性材料であ
れば、上記目的を達成できることが確認できた。すなわち、本願発明は、水溶性セルロー
スエーテル（Ａ）及び水不溶性樹脂粒子（Ｂ）を必須とする水硬性材料用混和剤であって
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、前記樹脂粒子（Ｂ）の平均粒子径が１～５０μｍであり、前記樹脂粒子（Ｂ）の比重が
０．５～１．５であり、前記セルロースエーテル（Ａ）１００重量部に対する、前記樹脂
粒子（Ｂ）の重量割合が５～２００重量部である、水硬性材料用混和剤である。
【０００６】
　前記セルロースエーテル（Ａ）の２重量％の水溶液の２０℃における粘度が５０～１０
０，０００ｍＰａ・ｓであると好ましい。
　前記セルロースエーテル（Ａ）が、水溶性アルキルセルロース、水溶性ヒドロキシアル
キルアルキルセルロース及び水溶性ヒドロキシアルキルセルロースから選ばれる少なくと
も１種であると好ましい。
　前記樹脂粒子（Ｂ）が、（メタ）アクリル樹脂、ナイロン樹脂、ウレタン樹脂、ポリエ
チレン樹脂、ポリテトラフルオロエチレン樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリイミド樹脂、フ
ェノール樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、塩化ビニル樹脂及び塩化ビニリデン樹脂から
選ばれる少なくとも１種から構成されると好ましい。
【０００７】
　本発明の水硬性材料は、水溶性セルロースエーテル（Ａ）、水不溶性樹脂粒子（Ｂ）、
水硬性物質及び骨材を必須とする水硬性材料であって、前記樹脂粒子（Ｂ）の平均粒子径
が１～５０μｍであり、前記樹脂粒子（Ｂ）の比重が０．５～１．５である、水硬性材料
。
　前記セルロースエーテル（Ａ）１００重量部に対する、前記樹脂粒子（Ｂ）の重量割合
が５～２００重量部である。
　前記セルロースエーテル（Ａ）の２重量％の水溶液の２０℃における粘度が５０～１０
０，０００ｍＰａ・ｓであると好ましい。
　前記セルロースエーテルが、水溶性アルキルセルロース、水溶性ヒドロキシアルキルア
ルキルセルロースおよび水溶性ヒドロキシアルキルセルロースから選ばれる少なくとも１
種であると好ましい。
　前記樹脂粒子が、（メタ）アクリル樹脂、ナイロン樹脂、ウレタン樹脂、ポリエチレン
樹脂、ポリテトラフルオロエチレン樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリイミド樹脂、フェノー
ル樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、塩化ビニル樹脂及び塩化ビニリデン樹脂から選ばれ
る少なくとも１種から構成されると好ましい。
　なお、ポリテトラフルオロエチレン樹脂の市販品としては、テフロン（登録商標）があ
る。
　水をさらに含むと好ましい。
【０００８】
　本発明の成型物は、本発明の水硬性材料を硬化させてなる。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の水硬性材料用混和剤は、保水性、鏝すべり性、鏝切れ性及び再接着性防止に優
れる。本発明の水硬性材料は、保水性、鏝すべり性、鏝切れ性及び再接着性防止に優れる
。本発明の成型物は、上記水硬性材料を硬化させて得られ、表面の外観が良好に仕上がる
。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
〔水硬性材料用混和剤〕
　本発明の水硬性材料用混和剤は、水溶性セルロースエーテル及び水不溶性樹脂粒子を必
須に含有する。以下、各成分について説明する。
【００１１】
〔水溶性セルロースエーテル（Ａ）〕
　水溶性セルロースエーテル（Ａ）（以下、セルロースエーテル（Ａ）ということがある
。）は、単独でも保水性、作業性、材料不分離性に寄与し、粘性を調節し適度な作業性を
付与する成分である。
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　前記セルロースエーテル（Ａ）は、水溶性セルロースエーテルであれば、特に限定はな
いが、水溶性アルキルセルロース、水溶性ヒドロキシアルキルアルキルセルロース、水溶
性ヒドロキシアルキルセルロースが好ましい。
　前記アルキルセルロースとしては、特に限定はないが、たとえば、メチルセルロース等
が挙げられる。水溶性ヒドロキシアルキルアルキルセルロースとしては、特に限定はない
が、たとえば、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、ヒドロキシエチルメチルセルロー
ス等が挙げられる。水溶性ヒドロキシアルキルセルロースとしては、特に限定はないが、
たとえば、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース等が挙げられる
。上記水溶性セルロースエーテルの中でも、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、ヒド
ロキシエチルメチルセルロース等の水溶性ヒドロキシアルキルアルキルセルロースがより
好ましい。
【００１２】
　前記セルロースエーテル（Ａ）は、水硬性材料用混和剤の中に少なくとも１種類を含有
しておればよく、２種類以上のセルロースエーテルを含有していてもよい。市販のセルロ
ースエーテルとしては、たとえば、メトローズＳＭタイプ（信越化学工業株式会社製）、
マーポローズＭタイプ（松本油脂製薬株式会社製）等のメチルセルロース；メトローズ６
０ＳＨタイプ、６５ＳＨタイプ、９０ＳＨタイプ（信越化学工業株式会社製）、マーポロ
ーズ６０ＭＰタイプ、６５ＭＰタイプ、９０ＭＰタイプ（松本油脂製薬株式会社製）等の
ヒドロキシプロピルメチルセルロースや；メトローズＳＥＢタイプ、ＳＮＢタイプ（信越
化学工業株式会社製）、マーポローズＭＥタイプ（松本油脂製薬株式会社製）等の、ヒド
ロキシエチルメチルセルロースを挙げることができる。
【００１３】
　前記セルロースエーテル（Ａ）の粘度（２０℃）は、水溶性セルロースエーテルを２重
量％含有する水溶液とした場合に、好ましくは５０～１００，０００ｍＰａ・ｓ、より好
ましくは１００～９８，０００ｍＰａ・ｓ、さらに好ましくは１５０～９５，０００ｍＰ
ａ・ｓ、特に好ましくは２００～９３，０００ｍＰａ・ｓ、最も好ましくは３００～８８
，０００ｍＰａ・ｓである。
　粘度が５０ｍＰａ・ｓより低い場合は、十分な保水性、適度な増粘性を得るために、配
合量を増やす必要があり、過度の凝結遅延が発生し易く、また比較的高価なセルロースエ
ーテルの大量配合はコスト的に不利となる場合がある。
【００１４】
　一方、粘度が１００，０００ｍＰａ・ｓより高い場合は、大きな増粘性があり、保水性
と作業性の両立が困難となる場合がある。さらに、現在の技術では、高粘度のセルロース
エーテルを工業的に生産することが難しく、コストが非常に高くなり、経済的に有利では
ない。
　前記セルロースエーテル（Ａ）が多種類から構成される場合、１種類の水溶性セルロー
スエーテルの粘度が５０～１００，０００ｍＰａ・ｓの範囲外であっても、別の水溶性セ
ルロースエーテルと混合することにより、粘度を全体として５０～１００，０００ｍＰａ
・ｓとしても良い。
　本発明における粘度は、ＪＩＳ　Ｚ　８８０３に従って測定され、実施例にその詳細を
記載する。
【００１５】
〔水不溶性樹脂粒子（Ｂ）〕
　本発明に用いられる水不溶性樹脂粒子（Ｂ）は、水硬性物質粒子や骨材の流動性向上に
寄与する成分であり、保水性や増粘性へは寄与しないが、水硬性材料の流動化作用を向上
させ、鏝すべり及び鏝切れに多大な効果を示し、更に施工後の施工面を修正する際にも鏝
への接着が少なく修正が容易に可能となる。
　軽い鏝すべりや平易な鏝切れの為、当然作業者の疲労は低減し、施工面の修正も容易な
為、作業性は大きく向上する。
【００１６】
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　本発明に用いられる水不溶性樹脂粒子（Ｂ）は、水に対して実質的に溶解せず、及びエ
マルジョン様の分散をせず、静置後沈殿又は浮上が見られ、形状が変形しない樹脂粒子で
ある。
　前記樹脂粒子を含む水硬性材料成型物の断面観察の際の電子顕微鏡写真で、その粒子は
変形等なく存在する事が確認できることから、施工後の施工面を修正する際にも鏝への接
着が少なく修正が可能となる理由は、無機粒子であるセメント粒子や他の骨材粒子等に対
する、前記水不溶性樹脂粒子（Ｂ）自体によるローリング効果と推察される。
【００１７】
　前記水に対して実質的に溶解をしないとは、樹脂粒子を１％固形分となるように水に分
散し、５Ｃ濾紙（ＪＩＳ　Ｐ　３８０１）で濾過（減圧濾過）した際に、濾紙上に残った
樹脂粒子の質量が、９９．０％以上であり、且つ、樹脂粒子に大過剰の２０～４０℃の水
を添加しても、水の添加の前後で粒子径が実質的に変化しないことを意味する。この場合
粒子径の変化率が３０％以下であるとより好ましく、２０％以下であるとさらに好ましく
、１０％以下であると特に好ましい。
【００１８】
　前記樹脂粒子（Ｂ）の平均粒子径は１～５０μｍである。好ましくは１．１～４５μｍ
であり、より好ましくは１．２～４０μｍであり、さらに好ましくは１．３～３５μｍで
あり、特に好ましくは１．６～３０μｍであり、最も好ましくは１．８～２５μｍである
。１μｍ未満の場合は取扱性が極めて悪くなる事や、製造コストがかかり不適である。５
０μｍを超える場合は流動化作用の低下がみられる為、不適である。
　当該粒子径は、一般的にレーザー回折式の粒子径分布測定装置で容易に測定が可能であ
る。（具体的には、日機装株式会社製レーザー回折式粒子径分布測定装置マイクロトラッ
ク、日本レーザー株式会社製　同　Ｈｅｌｏｓ＆Ｒｏｄｏｓ等があげられる。）
【００１９】
　なお、ここで言う平均粒子径とは、理論上の体積頻度５０％の粒子径を表し、例えば平
均粒子径が２μｍとは、被測定体である粒子～粉体状物を、目開き２μｍの篩で篩った場
合、理論上、篩下が５０体積％、篩上が５０体積％となることを意味する。
【００２０】
　前記樹脂粒子（Ｂ）のｄ９０は６０μｍ未満であると、表面のざらつきが低減し、鏝切
れ性及び鏝すべり性がさらに向上するため、好ましい。より好ましくはｄ９０＜５５μｍ
であり、さらに好ましくは５０μｍ未満であり、特に好ましくは４５μｍ未満であり、最
も好ましくは４０μｍである。ｄ９０が６０μｍ以上になると流動化作用が低下する可能
性がある。
　なお、ここで言うｄ９０とは、理論上の体積頻度９０％の粒子径を表し、例えばｄ９０
＝２８μｍとは、被測定体である粒子～粉体状物を、目開き２８μｍの篩で篩った場合、
理論上、篩下が９０体積％、篩上が１０体積％となることを意味する。
【００２１】
　前記樹脂粒子（Ｂ）の比重は０．５～１．５であり、好ましくは０．５５～１．４５で
あり、より好ましくは０．６～１．４であり、さらに好ましくは０．６５～１．３５であ
り、特に好ましくは０．７～１．３である。比重が０．５未満では、粒子自体の強度が低
く変形するため、本願の効果が得られない。比重が１．５を超えると、流動化作用が低下
し、本願の効果が得られない。
【００２２】
　前記樹脂粒子（Ｂ）は架橋構造を有していると、アルカリ性である水硬性材料内におい
て溶解しないため、増粘性を発現することはなく、また接着成分として作用せず、容易に
変形しないため、好ましい。
　前記樹脂粒子（Ｂ）は、水硬材料と容易に結合しないと好ましく、例えば、水硬材料と
容易に結合しない樹脂としては、（メタ）アクリル樹脂、ナイロン樹脂、ウレタン樹脂、
ポリエチレン樹脂、ポリテトラフルオロエチレン樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリイミド樹
脂、フェノール樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、塩化ビニル樹脂、塩化ビニリデン樹脂
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等が挙げられる。この中でも、施工後の施工面を修正する際にも鏝への接着が少なく修正
が可能となる観点から、（メタ）アクリル樹脂、ナイロン樹脂、ウレタン樹脂、ポリエチ
レン樹脂、ポリテトラフルオロエチレン樹脂、ポリスチレン樹脂が好ましく、（メタ）ア
クリル樹脂、ナイロン樹脂、ウレタン樹脂がさらに好ましい。
　なお、（メタ）アクリル樹脂とは、メタクリル樹脂およびアクリル樹脂のことをいい、
ポリメチルメタクリレート樹脂（ＰＭＭＡ）やポリアクリロニトリル樹脂（ＰＡＮ）もこ
れに含まれる。
　これらの樹脂は、水硬材料と容易に結合しないという観点から、共重合であってもよく
、好ましい共重合体としては、アクリル－メタアクリル樹脂、アクリル－スチレン樹脂、
エチレン－酢酸ビニル樹脂が挙げられる。
【００２３】
　前記水硬材料と容易に結合する樹脂としては、シリコーン樹脂が挙げられ、セメントの
水硬作用が、水添加より直ぐに始まり、水硬材料と結合する事により、ローリング効果が
不充分となり好ましくない場合がある。
　水硬材料と容易に結合する粒子としては、Ａｌ、Ｓｉ、Ｃａ、Ｍｇ、等の水硬材料の主
成分から構成される無機材質による球状粒子が挙げられ、セメントの水硬作用が、水添加
より直ぐに始まり、水硬材料と結合する事により、本願の効果は得られない。
【００２４】
　前記樹脂粒子（Ｂ）は真球状である事が望ましく、真球状の指標として一般的に円形度
を用いて規定する事が可能である。
　前記円形度は、各種電子顕微鏡またはレーザー顕微鏡で樹脂粒子の平面画像を、画像処
理ソフト、（具体的には、三谷商事株式会社製　画像解析ソフト　ＷｉｎＲＯＯＦや、日
鉄住金テクノロジー株式会社製　画像解析ソフト　粒子解析等があげられる。）を使用す
ることにより、容易に得ることが可能である。
　前記樹脂粒子（Ｂ）の円形度Ｃとしては０．６５以上が好ましい。円形度Ｃとは以下の
一般式（１）で表されるものであり、
　Ｃ＝４πＳ／Ｌ２　　　　　　　　　　（１）
　（但し、Ｓは平面画像上の粒子の面積、Ｌは平面画像上の粒子の周囲長である。）
【００２５】
　前記樹脂粒子（Ｂ）の円形度Ｃとしては０．６５以上が好ましく、より好ましくは０．
６７以上であり、さらに好ましくは０．６９以上であり、特に好ましくは０．７１以上で
ある。最も好ましくは０．７３以上である。円形度Ｃの上限は１．０であり、好ましくは
０．９９であり、より好ましくは０．９８である。
　円形度Ｃが０．６５未満では、施工後の施工面を再修正する際に再接着性防止に効果が
ない可能性がある。
【００２６】
　前記樹脂粒子（Ｂ）の具体例として、特に限定されないが、例えば、ポリメチルメタク
リレート樹脂粒子として、マツモトマイクロスフェアーＭシリーズ（松本油脂製薬株式会
社製）、ポリアクリロニトリル樹脂粒子として、マツモトマイクロスフェアーＦシリーズ
（松本油脂製薬株式会社製）、エクスパンセルＤＵシリーズ（アクゾノーベル社製）、ア
クリル樹脂粒子として、ジュリマーシリーズ（日本純薬株式会社製）、メタアクリル酸エ
ステル樹脂及びスチレン系樹脂粒子としてガンツパール（ガンツ化成工業株式会社製）、
ナイロン樹脂粒子としてアミランＳＰ（東レ株式会社製）等があげられる。
　また粒子径が本発明範囲を逸脱した、市販の各種樹脂粒子でも、ミクロンセパレーター
（ホソカワミクロン株式会社製）や気流分級機（日本ニューマチック工業株式会社製、東
洋ハイテック株式会社製）やサイクロン式分級機等で、所定の粒子径に分級することによ
って、平均粒子径を１～５０μｍとした樹脂粒子であれば問題なく使用することができる
。
【００２７】
　流動化作用とは、添加することで水硬性材料の流動性を向上することができる作用であ
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る。セメント業界での減水剤と呼ばれている剤も水硬性材料の流動性を上げ、結果減水効
果があるとされている。
　セメント業界での減水剤は、後述する減水剤・ＡＥ減水剤として記載するが、特に有効
な減水剤としてのポリカルボン酸系化合物として、無水マレイン酸、マレイン酸（塩）、
マレイン酸エステル等のマレイン酸系化合物；アクリル酸（塩）、メタクリル酸（塩）、
アクリル酸エステル、メタクリル酸エステル等の（メタ）アクリル酸系化合物；カルボキ
シル基を有する不飽和（ポリ）アルキレングリコールエーテル系単量体（塩）等の単量体
の重合体が挙げられる。ポリカルボン酸系化合物は、一種の単量体の単独重合体でも、二
種以上の単量体の共重合体でもよい。また、これらの単量体の一種または二種以上と、ス
チレンやカルボキシル基を有しない不飽和（ポリ）アルキレングリコールエーテル系単量
体等他のビニル型単量体の一種または二種以上との共重合体でもよい。
【００２８】
　これらの減水剤は、主に無機骨材粒子表面、水硬性物質粒子表面へ吸着し、静電反発、
立体阻害等の作用により、水硬性材料に含まれる成分、特に水硬性物質の分散を効果的に
引き起こし、水硬性材料を流動化させると言われている。つまり高分子分子鎖による静電
反発、立体阻害等の作用であり、減水効果に対しては好ましいが、鏝すべりや鏝切れ向上
への寄与は少ない。
　前記水不溶性樹脂粒子（Ｂ）は、無機粒子であるセメント粒子や他の骨材粒子に対し、
水に分散された球状粒子自体によるローリング効果で、特異な鏝すべり性や鏝切れ性を表
す代わりに、減水作用への寄与はない。
【００２９】
　前記セルロースエーテル（Ａ）１００重量部に対する、前記樹脂粒子（Ｂ）の重量割合
は５～２００重量部である。好ましくは６～１９０重量部であり、より好ましくは７～１
８０重量部であり、さらに好ましくは８～１７０重量部であり、特に好ましくは１０～１
６０重量部である。５重量部未満では、再接着性防止効果が低下する。２００重量部を超
えると、保水性や増粘性、材料不分離性や接着強度が弱くなり、さらには凝結遅延性の調
節が困難となる。
【００３０】
　本発明の水硬性材料用混和剤には、前記セルロースエーテル（Ａ）及び前記樹脂粒子（
Ｂ）以外に、後述のその他成分を配合してもよい。
　水硬性材料用混和剤は、前記セルロースエーテル（Ａ）、前記樹脂粒子（Ｂ）及び後述
のその他成分を、たとえば、ナウタミキサー混合機（ホソカワミクロン株式会社製）やヘ
ンシェルミキサー混合機（株式会社三井三池鉱業所製）、リボンミキサー混合機（株式会
社ダルトン、他各社製）等を用いて混合することによって得られる。
【００３１】
〔水硬性材料〕
　本発明の水硬性材料は、水溶性セルロースエーテル（Ａ）、水不溶性樹脂粒子（Ｂ）、
水硬性物質及び骨材を必須に含む。本発明の水硬性材料は、上記水硬性材料用混和剤を構
成する各成分を別々に水硬性物質と混合して得られるものも含まれる。水硬性物質として
は、セメントおよび／または石膏が好ましい。
【００３２】
　セメントとしては、特に限定はないが、例えば、普通ポルトランドセメント、早強ポル
トランドセメント、中庸熱ポルトランドセメント、耐硫酸塩ポルトランドセメント、低ア
ルカリ形の上記ポルトランドセメント、高炉セメント、シリカセメント、フライアッシュ
セメント、白色ポルトランドセメント、超速硬セメント、超微粒子セメント、アルミナセ
メント、ジェットセメント等が挙げられる。
　石膏としては、特に限定はないが、例えば、Ｉ型無水石膏、ＩＩ型無水石膏、ＩＩＩ型
無水石膏、二水石膏、α型半水膏、β型半水石膏等が挙げられる。
【００３３】
　骨材としては、無機骨材及び有機骨材があり、それぞれに篩い分けによって細骨材と粗
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骨材がある。前記細骨材は、１０ｍｍ目開きフルイを全通し、且つ５ｍｍ目開きフルイ通
過したものが８５重量％以上からなる無機骨材である。５ｍｍ目開きフルイ通過しないも
のが８５重量％を超える粗骨材は、鏝塗作業用の水硬材料としては適さないことがある。
　また、無機骨材としては、たとえば、珪砂、珪石粉、高炉スラグ、シリカフューム、フ
ライアッシュ、カオリン焼成物、石灰石粉等を挙げることができ、１種または２種以上を
併用してもよい。
　骨材は、細骨材よりも粗い粗骨材を含んでもよいが、粗骨材を含まないほうが、鏝塗に
よる成型物の表面性が良好となるので好ましい。
【００３４】
　骨材中の粗骨材および細骨材の重量比（粗骨材／細骨材）については、特に限定はない
が、好ましくは０．２以下、さらに好ましくは０．１５以下、特に好ましくは０．１３以
下、最も好ましくは０．１以下である。粗骨材／細骨材が０．２超の場合は、鏝塗による
成型物の表面性が悪化することがある。
　水硬性物質と骨材の配合物は、用途に応じた最適な配合をするべきであるが、水硬性物
質であるセメント（または石膏）および骨材の重量比（水硬性物質／骨材）は、後述する
軽量骨材を使用又は併用する場合を除いては、好ましくは８０／２０～２０／８０、さら
に好ましくは７５／２５～２５／８５、特に好ましくは７０／３０～３０／７０である。
水硬性物質／骨材が８０／２０を超えると、水硬前後の寸法変化が大きくなり過ぎ不適で
ある。一方、水硬性物質／骨材が２０／８０より小さいと、得られるセメントまたは石膏
成型物の硬化後の強度に問題が発生する場合がある。
【００３５】
　また軽量骨材を使用または併用する場合の、水硬性物質と骨材の配合物における水硬性
物質／骨材の配合比は、重量比ではなく容量で比較するべきであり、その場合の水硬物質
及び骨材の容量比（水硬性物質／骨材）は、好ましくは８０／２０～２０／８０、さらに
好ましくは７５／２５～２５／８５、特に好ましくは７０／３０～３０／７０である。水
硬性物質／骨材が８０／２０を超えると、水硬前後の寸法変化が大きくなり過ぎ不適であ
る。一方、水硬性物質／骨材が２０／８０より小さいと、得られるセメントまたは石膏成
型物の硬化後の強度に問題が発生する場合がある。
【００３６】
　水硬性物質の配合量は、必要強度となるように配合すればよく、特に限定はない。また
、水硬性材料に対する前記セルロースエーテル（Ａ）及び前記樹脂粒子の重量割合は、０
．０２～２．０重量％が好ましく、より好ましくは０．０３～１．９重量％、さらに好ま
しくは０．０４～１．８重量％、特に好ましくは０．０５～１．７重量％である。２．０
重量％を超える場合は、配合量が多くコスト的に不利になる場合があり、０．０２重量％
未満の場合は、保水性又は作業性等の性能が満足できない場合がある。
【００３７】
〔その他の成分〕
　上記で説明した水硬性材料には、下記に説明するその他の成分を、本発明によって得ら
れる効果に大きな悪影響を及ぼさない範囲で、配合することができる。
　なお、水硬性材料には、セメントや石膏といった水硬性物質が配合されており、この水
硬性物質は水と会合する事で反応が開始してしまうので、施工現場（または付近）で水の
み添加しよく混練し、施工する事が広く行われており、その場合の水硬性材料は建材用プ
レミックス材料と呼ばれ広く使用されている。この場合の水硬性材料には水をあらかじめ
配合されている事は好ましくない。
　しかし施工現場（または付近）で水硬性物質と水が会合するようになされる場合の水硬
性材料は、その限りではない。
【００３８】
（水硬性材料に配合可能な成分）
　水硬性材料の成型物や硬化物の強度向上に用いられ、安全衛生面で影響がないものとし
て、ガラス繊維等の無機繊維；パルプ、ビニロン繊維、ポリプロピレン繊維等の有機繊維
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等の繊維状材料を配合できる。
　軽量化のために、パーライト等の無機軽量骨材；ポリスチレン系樹脂等の有機発泡材料
、有機質中空微小球、ＥＶＡチップ等の有機軽量骨材を配合できる。
　凝結時間調整剤として、ケイフッ化マグネシウム等のケイフッ化物；ホウ酸等のホウ酸
類；グルコン酸、グルコヘプトン酸、クエン酸、酒石酸等のオキシカルボン酸類およびそ
の塩；リグニンスルホン酸、フミン酸、タンニン酸等の高分子有機酸類およびその塩等の
凝結遅延剤等を配合できる。
【００３９】
　凝結時間調整剤として、また、塩化カルシウム、塩化ナトリウム、塩化カリウム等の塩
化物；チオシアン酸ナトリウム等のチオシアン酸塩；亜硝酸カルシウム、亜硝酸ナトリウ
ム、亜硝酸カリウム等の亜硝酸塩；硝酸カルシウム、硝酸ナトリウム、硝酸カリウム等の
硝酸塩；硫酸カルシウム、硫酸ナトリウム、硫酸カリウム等の硫酸塩；炭酸カルシウム、
炭酸ナトリウム、炭酸カリウム等の炭酸塩；珪酸ナトリウム（水ガラス）等の無機系化合
物による凝結促進剤・急結剤等を配合できる。
　凝結時間調整剤として、また、ジエタノールアミン（ＤＥＡ）、トリエタノールアミン
（ＴＥＡ）等のアミン類；ギ酸カルシウム、酢酸カルシウム等の有機酸のカルシウム塩等
の有機系化合物による凝結促進剤・急結剤を配合できる。
【００４０】
　水硬性材料成型物の水硬前後の過度の収縮を防止するために、ポリプロビレングリコー
ル、ポリプロピレンポリエチレングリコール等のポリアルキレングリコール類、アルコキ
シポリプロピレングリコールアクリレート類等の収縮低減剤を配合できる。
　前記水溶性セルロースエーテル（Ａ）に類似の増粘効果や分離低減効果が期待できるも
のとして、ポリビニルアルコール；カルボキシメチルセルロース等のセルロース系水溶性
高分子；ヒドロキシプロピル化デンプン等のデンプン系高分子；ポリアクリルアミド、ポ
リアクリル酸ソーダ等のアクリル系水溶性高分子；キサンタンガム、グアガム等のバイオ
ポリマーを増粘剤や分離低減剤として配合する事ができる。
【００４１】
　アニオン性アクリル樹脂、ＥＶＡ（エチレン酢酸ビニルエマルジョン）、ＰＡＥ（ポリ
アクリル酸エステルエマルジョン）、ＰＶＡＣ（ポリ酢酸ビニルエマルジョン）、ＶＡＶ
ｅｏＶａ（酢酸ビニルビニルバーサテートエマルジョン）等の合成樹脂エマルジョン樹脂
を増粘剤や分離低減剤として配合する事ができる。また、この合成樹脂エマルジョンをＰ
ＶＡ等の乳化剤とともに、スプレードライ等で乾燥し粉体状とした、合成樹脂エマルジョ
ン由来の再乳化型粉末樹脂も増粘剤や分離低減剤として配合する事ができる。
　特にＥＶＡ、ＰＡＥ、ＰＶＡＣ、ＶＡＶｅｏＶａ等の合成樹脂エマルジョンは、接着剤
成分でもあり、成型物での各種物性；抗張力、圧縮強度、弾性率、伸度等の、物理特性の
向上に非常に有効である。しかし軽い鏝すべりや鏝切れへの寄与は無く、特に成型時、施
工後の施工面を修正する際には鏝への付着が高くなる。
　合成樹脂エマルジョン由来の再乳化型粉末樹脂も、水硬材料に添加される水でエマルジ
ョン化し、やはり同様の接着剤成分として機能する。
【００４２】
　消泡剤として、エチレンオキシド、プロピレンオキシドを主成分とするポリオキシアル
キレン系消泡剤、ポリプロピレングリコール系消泡剤や鉱物油系消泡剤、変性シリコーン
系消泡剤、ジメチルポリシロキサン等を配合できる。またそれらの液体系消泡剤を含浸さ
せたシリカ粉末である、粉末系の消泡剤を配合できる。
　膨張剤として、アルミニウム粉体等を配合できる。また防錆剤、着色剤等を配合できる
。
【００４３】
　防水剤や撥水剤として、塩化カルシウム、珪酸ナトリウム、珪酸質粉末、ジルコニウム
化合物、脂肪酸石鹸、脂肪酸、脂肪酸エステル、またはこれらをエマルジョン化した脂肪
酸系化合物や、シリコーンオイル、シリコーンエマルジョン、パラフィン、パラフィンエ
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マルジョン、アスファルトエマルジョン、油含有廃白土、ゴムラテックス等を配合できる
。
【００４４】
　セメントや骨材の流動化等に寄与し、流動性やワーカービリティを向上させるために、
ＡＥ剤、減水剤、ＡＥ減水剤、流動化剤、高性能ＡＥ減水剤等として、以下の成分を配合
することができる。
　ＡＥ剤として、アニオン性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤、両性界面活性剤等を配
合できる。
【００４５】
　減水剤・ＡＥ減水剤として、リグニンスルホン酸塩またはその誘導体、オキシカルボン
酸塩、ポリオール誘導体、ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル誘導体、アルキル
アリルスルホン酸塩のホルマリン縮合物、メラミンスルホン酸塩のホルマリン縮合物、ポ
リカルボン酸系化合物等を配合できる。
　流動化剤として、ナフタレンスルホン酸塩ホルマリン縮合物、メラミンスルホン酸塩ホ
ルマリン縮合物、ポリカルボン酸系化合物、ポリスチレンスルホン酸塩等を配合できる。
【００４６】
　高性能ＡＥ減水剤として、ナフタレンスルホン酸塩ホルマリン縮合物とリグニンスルホ
ン酸類の混合物や、ナフタレンスルホン酸塩ホルマリン縮合物とポリカルボン酸系化合物
の混合物、メラミンスルホン酸塩ホルマリン縮合物とスランプロス低減剤の混合物、ポリ
カルボン酸系化合物、ポリカルボン酸エーテル系化合物、芳香族アミノスルホン酸化合物
等を、本発明の効果に悪い影響のない範囲で必要により配合できる。
　水硬性材料用混和剤を含有する水硬性材料では、水硬性物質と骨材の配合物を主成分と
しており、水硬性物質と骨材以外の成分の配合は避けるほうが好ましいことは言うまでも
ないことである。そのために、水硬性物質と骨材の配合物とそれ以外の成分の重量比（水
硬性物質と骨材の配合物／それ以外の成分）は、９０／１０～１００／０が好ましい。
【００４７】
　上記その他の成分を、必要に応じ、水硬性材料用混和剤の時点で混合しておいてもよい
。
【００４８】
　水硬性材料中に含まれる／又は加えられる水の量は、水硬性材料の種類等に応じて選定
され、常用量とすることができるが、水硬性物質と骨材の配合物に対して１０～１００重
量％の範囲が好ましい。
　本発明の水硬性材料は、上記水硬性材料を構成する各成分を別々に水と混合して得られ
るものも含まれる。
【００４９】
〔成型物〕
　本発明の成型物は、上記水硬性材料を硬化させて得られるものであり、たとえば、普通
セメントモルタル、コンクリート下地セメントモルタル、ラス下地セメントモルタル、タ
イル用セメントモルタル、サンドモルタル、耐火被膜用セメントモルタル、左官用セメン
トモルタル、厚塗り用セメントモルタル、補修材用セメントモルタル、軽量セメントモル
タル、ＳＬ（セルフレベリング）材用セメントモルタル、石膏プラスター、石膏ボンド、
石膏パテ等の硬化物が挙げられ、主に建築材料として利用される。
　成型物は、上記水硬性材料を常法によって硬化させて得られる。
　なお、本発明の水硬性材料用混和剤、水硬性材料用混和剤を含有する水硬性材料および
その成型物では、アスベストは一切含まれないと最もよい。
【実施例】
【００５０】
　以下に、本発明の実施例をその比較例等とともに、具体的な想定施工適用先にあわせた
処方と共に説明する。なお、本発明はこれらの実施例に限定されるものではない。
　実施例及び比較例で用いた材料は、表１に示す。
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【００５１】
【表１】

〔セルロースエーテル（Ａ）の粘度測定〕
　本発明における粘度は、２０ｍＰａ・ｓ以上では単一円筒形粘度計としてＢ型回転粘度
計を使用して求めた値とし、２０ｍＰａ・ｓ未満では毛細管粘度計としてキャノン－フェ
ンスケ粘度計を使用して求めた値とする。各粘度測定はＪＩＳ　Ｚ　８８０３に従って２
０℃で行った。
　Ｂ型回転粘度計を使用した粘度測定の際、％表示で求められる測定値が測定範囲３０～
８０％の範囲内に収まるよう回転ローターのタイプ、回転数を決定し、測定した。粘度は
測定値に各測定条件（回転ローターのタイプ／回転数）での換算乗数をかけて求めた。測
定条件候補が複数ある場合は、回転数１２ｒｐｍ＞３０ｒｐｍ＞６ｒｐｍ＞６０ｒｐｍの
順番で優先的に採用し、それでも一義的に決定しない場合は回転ローターＮｏ．４＞Ｎｏ
．３＞Ｎｏ．２＞Ｎｏ．１の順番で優先的に採用し決定した。
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　上記粘度測定方法に従い、まず本発明のセルロースエーテル（Ａ）に相当するＡ－１（
ヒドロキシプロピルメチルセルロース：マーポローズ　９０ＭＰ－４０００）を２重量％
濃度でイオン交換水に溶解させた後、２０℃での粘度を測定した。各測定条件（回転ロー
ターのタイプ／回転数）における粘度（測定値）は、
Ｎｏ．４／６ｒｐｍで６，５００ｍＰａ・ｓ（６．５％）、Ｎｏ．４／１２ｒｐｍで５，
２５０ｍＰａ・ｓ（１０．５％）、Ｎｏ．４／３０ｒｐｍで４，０４０ｍＰａ・ｓ（２０
．２％）、Ｎｏ．４／６０ｒｐｍで２，９７０ｍＰａ・ｓ（２９．７％）、
Ｎｏ．３／６ｒｐｍで５，９８０ｍＰａ・ｓ（２９．８％）、Ｎｏ．３／１２ｒｐｍで４
，８２０ｍＰａ・ｓ（４８．２％）、Ｎｏ．３／３０ｒｐｍで３，８００ｍＰａ・ｓ（９
５．０％）、Ｎｏ．３／６０ｒｐｍで範囲外であった。
このため、測定条件はＮｏ．３／１２ｒｐｍを採用し、Ａ－１の粘度を４，８２０ｍＰａ
・ｓとした。
　Ａ－１の粘度決定方法と同様の方法で、表２～６に示すように実施例、比較例に使用し
たセルロースエーテル（Ａ）の粘度を決定した。
【００５３】
〔水不溶性樹脂粒子（Ｂ）の評価〕
　本発明の水不溶性樹脂粒子（Ｂ）に相当するＢ－１（マツモトマイクロスフェアーＭ－
１００（ＰＭＭＡ製））をホソカワミクロン製ミクロンセパレーターで空気分級（微粉側
）を行って得られた、Ｂ－１の評価をおこなった。
（粒子径の測定）レーザー回析式粒度分布測定装置：日機装社製　マイクロトラック　に
より測定を行い、平均粒子径＝２μｍ、ｄ９０＝５μｍであった。
（円形度の測定）電子顕微鏡写真を撮影し、三谷商事株式会社製　画像解析ソフト　Ｗｉ
ｎＲＯＯＦ　を使用し２次元的な円形度を測定し、円形度は０．７５であった。
（水不溶性の確認）
　Ｂ－１を１ｇ採取し、イオン交換水９９ｇに分散し、５Ｃ濾紙（ＪＩＳ　Ｐ　３８０１
）で濾過（減圧濾過）、乾燥して得られた濾紙上に残ったＢ－１の質量が０．９９５ｇ（
９９．５％）であった。
　また、Ｂ－１を１ｇ採取し、３０℃のイオン交換水９９９ｇに添加し、３０分撹拌した
Ｂ－１の粒子径の測定を行い、平均粒子径は２μｍであり、粒子径の変化は、０％であっ
た。
【００５４】
〔実施例１〕
　水硬性材料用混和剤を表２の様に、まずは「水硬性材料用混和剤」を調製した。次に「
水硬性材料」の組成となるように各材料を調製した。この水硬性材料でよく空合わせを行
った後、モルタルミキサー（株式会社マルイ製　容量　５Ｌ）のボウルに静かに投入し、
所定量の水を加え、混練を行い（工業材料規格便覧　モルタル混合方法に準拠）、水硬性
材料を調製した。
【００５５】
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【表２】

【００５６】
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【表３】

【００５７】
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【表４】

【００５８】
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【表５】

【００５９】
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【表６】

【００６０】
〔実施例２～１９、および比較例１～１４〕
　実施例１において、表２～６に示すように、各成分の種類や量をそれぞれ変更する以外
は、実施例１と同様にして、水硬性材料を調製した。
　表２～６の各水硬性材料は、想定施工適用先に合わせた処方調整がおこなわれており、
想定施工適用先に合わせた試験を行う。なお、各想定適用先の「水硬性材料」の組成調整
及び試験について、表２～６に加え、以下の様に概要を説明する。
【００６１】
〔普通セメントモルタル〕試験
　セメント（普通ポルトランドセメント）６００重量部、珪砂５号（細骨材）３００重量
部および珪砂６号（細骨材）３００重量部に対して、表２に示した種類および量の水硬性
材料用混和剤をそれぞれ加え十分に混合し、水硬性材料を調製した。
　次に、水硬性材料に、表２に示した量の水を加え、モルタルミキサーにて３分間十分混
練し、普通セメントモルタル（水硬性材料）を調製した。
　なお、混練は、ＪＩＳ　Ｒ　５２０１　１０．４．３練混ぜ方法に準じて行った。混練
の際、所定量の水により、フロー値が１７５～１８５ｍｍの範囲に収まるように本組成は
調整されている。表２にフロー値を示した。混練および以下の評価、養生は、いずれも温
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度１８～２２℃、湿度５５％～７５％の条件下で実施した。調製したセメントモルタルを
用いて、後述の保水率評価、鏝塗り作業性評価、タイルズレ評価を実施した。さらにセメ
ントモルタルを一週間養生後、その成型物を用いて、後述のモルタル表面状態評価、接着
強度評価を実施した。
【００６２】
〔補修材用セメントモルタル〕試験
　セメント（普通ポルトランドセメント）８００重量部、珪砂８号（細骨材）４００重量
部、流動化剤１６重量部、ＥＶＡエマルジョンとして、液状のＥＶＡエマルジョン（有効
成分４５％）の場合は６０重量部、エチレン－酢ビ共重合体系エマルジョンを乾燥し粉体
としたもの（再乳化型粉末樹脂）の場合４０重量部、からなる組成に対して、表３に示し
た種類および量の水硬性材料用混和剤をそれぞれ加え十分に混合し、水硬性材料を調製し
た。
　混練の際、所定量の水により、フロー値が１８５～１９５ｍｍの範囲に収まるように本
組成は調整されている。表３にフロー値を示した。それ以外の混練および養生は、上記普
通モルタル試験と同様にして補修材用セメントモルタル（水硬性材料）および成型物を調
製した。
　調製したセメントモルタルを用いて、後述の保水率評価、鏝塗り作業性評価を実施し、
さらにセメントモルタルを一週間養生後、その成型物を用いて、後述の表面状態評価、接
着強度評価を実施した。
【００６３】
〔軽量セメントモルタル〕試験
　セメント６００重量部、パーライト（嵩比重：０．１）　６０重量部、ＥＶＡチップ（
嵩比重：０．１）６０重量部、ガラス繊維（全長１３ｍｍ）６重量部に対して、表１また
は２に示した種類および量の水硬性材料用混和剤をそれぞれ加え十分に混合し、水硬性材
料を調製した。
　混練の際、所定量の水により、フロー値が１５５～１６５ｍｍの範囲に収まるように本
組成は調整されている。表１または２にフロー値を示した。それ以外の混練および養生は
、上記普通モルタル試験と同様にして軽量セメントモルタル（水硬性材料）および成型物
を調製した。調製したセメントモルタルを用いて、後述の保水率評価、鏝塗り作業性評価
を実施し、さらにセメントモルタルを一週間養生後、その成型物を用いて、後述の表面状
態評価、接着強度評価を実施した。
【００６４】
〔ＳＬ（セルフレベリング）材用セメントモルタル〕試験
　セメント５００重量部、珪砂５号（細骨材）３７５重量部および珪砂６号（細骨材）３
７５重量部、流動化剤１重量部、消泡剤０．１重量部に対して、表５に示した種類および
量の「水硬性材料用混和剤」をそれぞれ加え十分に混合し、水硬性材料を調製した。
　混練の際、所定量の水により、フロー値が１９５～２０５ｍｍの範囲に収まるように本
組成は調整されている。表５にフロー値を示した。それ以外の混練および養生は、上記普
通モルタル試験と同様にしてＳＬ材用セメントモルタル（水硬性材料）および成型物を調
製した。調製したセメントモルタルを用いて、後述の保水率評価、鏝塗り作業性評価を実
施し、さらにセメントモルタルを一週間養生後、その成型物を用いて、後述の表面状態評
価、接着強度評価を実施した。
【００６５】
〔石膏プラスター〕試験
　石膏（α型半水石膏）８００重量部および、珪砂５号（細骨材）２００重量部および珪
砂６号（細骨材）２００重量部、クエン酸ナトリウム１重量部に対して、表６に示した種
類および量の水硬性材料用混和剤をそれぞれ加え十分に混合し、水硬性材料を調製した。
混練の際、所定量の水により、フロー値が１６５～１７５ｍｍの範囲に収まるように本組
成は調整されている。表６にフロー値を示した。それ以外の混練および養生は、普通セメ
ントモルタル試験と同様にして石膏プラスター（水硬性材料）および成型物を調製した。
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　調製した石膏プラスターを用いて、後述の保水率評価、鏝塗り作業性評価を実施し、さ
らに一週間養生後、その成型物を用いて、後述の表面状態評価、接着強度評価を実施した
。
【００６６】
　１．フロー値評価方法
　各セメントモルタル試験、石膏プラスター試験での、各セメントモルタル、石膏プラス
ターの水量決定のために、本試験前に実施し、フロー値が以下の所定範囲に収まる水量を
、ＪＩＳ　Ａ　６９１６にしたがって決定した。
　フロー値は、普通セメントモルタル試験では１７５～１８５ｍｍ、補修材用セメントモ
ルタル試験では１８５～１９５ｍｍ、軽量セメントモルタル試験では１５５～１６５ｍｍ
、ＳＬ材用セメントモルタル試験では１９５～２０５ｍｍ、石膏プラスター試験では１６
５～１７５ｍｍ、の範囲に収まるよう水量を決定した。
【００６７】
　２．保水率評価方法
　ＪＩＳ　Ａ　６９１６保水性試験法（ろ紙法）に従い、６０分後の水分の広がりとリン
グ型枠の内径とを測定し、保水率Ｒｗ（％）を以下に示す計算式（３）で算出した。保水
率が大きければ、その水硬性材料の保水性が強いことを示し、保水率が小さければ、保水
性が弱いことを示す。
　Ｒｗ＝（Ｌｒ／Ｌ６０）×１００　　　　（３）
（式中、Ｒｗ：保水率（％）、Ｌ６０：６０分後の水分の広がり（ｍｍ）、Ｌｒ：リング
型枠の内径（ｍｍ））
【００６８】
　３．鏝塗り作業性評価方法
　鏝すべり、鏝切れは仕上げ鏝（全長１９５ｍｍ）での官能評価を行い、再付着性は所定
時間経過後、再度仕上げ鏝でならした施工面に、角鏝（鏝面７０×２３０ｍｍの平板状、
全重量約２００ｇ）を置き軽く押さえた後、その裏面へのモルタル付着状況で評価を行っ
た。
【００６９】
　鏝塗り作業性評価
　各セメントモルタルまたは石膏プラスターを鏝塗りし、鏝滑り性および鏝切れ性を、下
記の判断基準にしたがって評価した（官能試験）。鏝すべり、鏝切れについて、以下評価
基準で○以上を合格とした。
評価基準
　◎：非常に良好。
　○：良好。
　△：普通。
　×：悪い。
【００７０】
　再付着性試験評価
　石膏プラスター以外で実施した。
　また、再付着性として、施工後３０分放置した施工面に対して、仕上げ鏝で鏝すべり・
鏝切れの再評価を行い、評価基準は前述に従い実施する。仕上げ鏝で表面をならしたのち
、直ちに施工面を水平にし、角鏝（鏝面７０×２３０ｍｍの平板状、約２００ｇ）を軽く
押しつけ、３０秒後に、角鏝の裏面へのモルタルの付着状況を確認し、これを再付着性評
価とする。以下評価基準で○以上を合格とした。
評価基準
　◎：付着無
　○：付着が鏝面の１０％未満
　△：付着が鏝面の１０％以上５０％未満
　×：付着が鏝面の５０％以上。
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【００７１】
　４．表面状態評価方法
　水平な場所で、歩道用コンクリート平板（ＪＩＳ　Ａ　５３０４、３００×３００×６
０ｍｍ）に各セメントモルタルまたは石膏プラスターを所定の厚さで塗布し、一週間養生
した後、指触観察によるざらつきの程度を、下記の評価基準にしたがって評価した。塗布
する厚さは、普通セメントモルタル試験、軽量セメントモルタル試験または石膏プラスタ
ー試験では５ｍｍ、補修材用セメントモルタル試験は１ｍｍ、ＳＬ材用セメントモルタル
試験では１０ｍｍとした。以下評価基準で○を合格とした。
　評価基準
　○：ざらつきなく良好。
　×：ざらつきあり不良。
【００７２】
　５．接着強度評価方法
　水平な場所で歩道用コンクリート平板（ＪＩＳ　Ａ　５３０４、３００×３００×６０
ｍｍ）に各セメントモルタルまたは石膏プラスターを所定の厚さで塗布し、一週間養生し
た後の成型物を用いて、建研式接着力試験機（山本打重機株式会社製）を用いてモルタル
接着強度を求め評価結果とした。塗布する厚さは、普通セメントモルタル試験、軽量セメ
ントモルタル試験または石膏プラスター試験では５ｍｍ、補修材用セメントモルタル試験
は１ｍｍ、ＳＬ材用セメントモルタル試験では１０ｍｍとした。以下評価基準で○を合格
とした。　
評価基準
　○：強度が１．０Ｎ／ｍｍ２以上の場合（合格）
　×：強度が１．０Ｎ／ｍｍ２未満の場合（不良）
【００７３】
　６．タイルズレ評価方法：普通セメントモルタル試験
　水平な場所で歩道用コンクリート平板（ＪＩＳ　Ａ　５３０４、３００×３００×６０
ｍｍ）にモルタルを５ｍｍの厚さで塗布し、磁器製小口平タイル（１０８×６０ｍｍ）を
貼り付けた後、２００ｇの重りを取り付け、垂直にした後６０秒保持した。その後タイル
のズレの程度を下記の評価基準にしたがって評価した。以下評価基準で○を合格とした。
評価基準
　○：ずれない（合格）。
　△：ややずれる（やや不良）。
　×：貼付け面から滑落する（不良）。
【００７４】
　７．電子顕微鏡での断面観察
　各セメントモルタルまたは石膏プラスターを型枠（Ｗ：３０×Ｌ：２００×Ｔ：１０ｍ
ｍ）内に流し込み注型、または鏝で押し込み成型し、一週間標準条件で養生し、硬化した
成型物を折り、破断面について電子顕微鏡写真観察を行い、樹脂粒子の確認を行い、下記
の評価基準にしたがって評価した。以下評価基準で○を合格とした。
　○：球状の樹脂粒子が確認できる、または使用した樹脂粒子が変形無く確認できる（合
格）。
　△：変形した樹脂粒子が確認できる（やや不良）。
　×：樹脂粒子が確認できない（不良）。
【００７５】
　８．凝結評価方法
　表２～６に示した配合で、水硬性材料用混和剤を調整し、セメント（普通ポルトランド
セメント）１０００重量部に、水硬性材料用混和剤２重量部を加え十分に混合し、水硬性
材料を調製した。
　水硬性物質に対する混和剤の重量割合を一定にし、細骨材および接着性付与剤の有無に
関わらず対応して比較できるようにした。
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　水硬性材料に水を加え、モルタルミキサーにて２．５分間十分混練し、水硬性材料であ
るセメントペーストを調製した。凝結試験はＪＩＳ　Ｒ　５２０１に従い実施した。混練
の際、加える水量は軟度評価により、軟度が６±１ｍｍの範囲に収まるようにそれぞれの
ＪＩＳに記載の通りに加減し決定した。凝結時間はその始発時間と終結時間を評価した。
　標準と考えられるヒドロキシプロピルメチルセルロース：マーポローズ　９０ＭＰ－４
０００（松本油脂製薬株式会社製）を使用した水硬性材料の始発時間（約３．５時間）お
よび終結時間（約５．５時間）を標準時間として、以下の評価基準により凝結遅延性の評
価を行った。以下評価基準で○を合格とした。
評価基準
　〇：標準始発時間±１時間以内、且つ、終結時間±１時間以内（合格）。
　△：標準始発時間±１時間超～２時間以内、且つ、標準終結時間±１時間超～２時間以
内（やや不良）。
　×：標準始発時間±２時間超、且つ、標準終結時間±２時間超（不良）。
【００７６】
　表２～６から分かるように、実施例１～１９では、水溶性セルロースエーテル（Ａ）及
び水不溶性樹脂粒子（Ｂ）を必須とする水硬性材料用混和剤であって、前記樹脂粒子（Ｂ
）の平均粒子径が１～５０μｍであり、前記樹脂粒子（Ｂ）の比重が０．５～１．５であ
り、
前記セルロースエーテル（Ａ）１００重量部に対する、前記樹脂粒子（Ｂ）の重量割合が
５～２００重量部である、水硬性材料用混和剤を用いているので、保水性、鏝すべり性、
鏝切れ性及び再接着性防止に優れ、該混和剤を含む水硬性材料を硬化させてなる成型物表
面の外観が良好である。
　一方、水硬性材料用混和剤が樹脂粒子を含まない場合（比較例２、１０、１２、１４）
、
セルロースエーテル（Ａ）１００重量部に対する、前記樹脂粒子（Ｂ）の重量割合が５～
２００重量部でない場合（比較例１、５、６、９、１１、１３）、樹脂粒子（Ｂ）の条件
に適合しない樹脂粒子である場合（比較例３、４）又は樹脂粒子（Ｂ）を含まず、エマル
ジョン樹脂を含む場合（比較例７、８）には、本願の課題のいずれかが解決できていない
。



(23) JP 2015-117176 A 2015.6.25

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｃ０８Ｌ 101/00     (2006.01)           Ｃ０８Ｌ  101/00     　　　　        　　　　　


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	overflow

